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共共通通試試験験ににおおけけるる「「資資格格試試験験的的なな利利用用」」のの意意味味すするるここととととはは  
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  大学入試改革の議論では，技術的なものから理念的なものまで多種多様な方策が検討されて，その

トピックの一つに「資格試験的な利用」もあり，これまで幾度となく取り上げられてきた。しかし，

その具体的な利用方法には確立したものがないように思われ，論者によってそのイメージが異なって

いることも少なくない。そこで本論文では，共通試験における「資格試験的な利用」として考えられ

る 6 つの観点を挙げ，それぞれのメリット・デメリットを検討した。実際に運用する際には選抜に与

える効果や影響範囲等を考慮して制度設計する必要があることが判った。 
キーワード： 段階表示，Stanine，過年度成績，定員管理 

 
1 ははじじめめにに 
  2014 年（H26）12 月に公表された，中央教育審議

会答申（いわゆる高大接続答申）の中では共通試験の

資格試験的利用を促進する旨の記述がみられた。また，

2021 年（R3）5 月に開催された全国大学入学者選抜

研究連絡協議会（入研協）第 16 回大会の全体会 1-2
「共通試験の役割再考  ―センター試験を振り返って

―」において，登壇者から共通試験に対して「資格試

験化」，「資格試験的な利用」という用語を用いての

説明があった。しかし，これらの「資格試験的な利

用」が具体的にどのような利用方法を指しているのか

の説明は添えられておらず，文書・論者・聴衆によっ

て捉え方が異なるようにも感じられ，これらの用語が

どのような意味で用いられているのかに興味を持った。 
  少し調べてみると，20 年ほど前から大学入試にお

ける共通試験の利活用を考える際に，文部科学省

（2000）や国立大学協会（2000）から出される文書

中に「資格試験的な利用」の用語が使われてきたよう

である。しかし，その具体的な理念や利用方法を明確

に説明した文章は見つけられず，時間が経つに従って

言葉だけが独り歩きしてしまっているようにさえ感じ

られた。 
  そこで，改めて共通試験における「資格試験的な利

用」について独自に思案してみることにし，それらを

踏まえて，どのような利用法が考えられるのか，また，

高大接続に貢献するにはどのような利用法が有り得る

のかついて検討することにした。 
 
2 資資格格試試験験ととのの関関係係 
  「資格試験」には民間試験から国家資格まで種々存

在し，一説には日本国内に 1000 ほどもあるようであ

る。名の通ったところでは，運転免許試験，司法試験，

行政書士試験，医師国家試験，建築士試験，情報処理

技術者試験，気象予報士試験等々があるが，高校生に

馴染みのあるものとしては，日本漢字能力検定（漢

検），実用数学技能検定（数検），実用英語技能検定

（ 英 検 ） ， GTEC （ Global Test of English 
Communication）等が挙げられる。また，大学進学

に関係のある資格としては，大学入学資格検定（大検，

1951 年度から 2004 年度）と，その後継である高等

学校卒業程度認定試験（高認，2005 年度以降）が良

く知られている。 
  他にも名称の最後に「士」の字が付くことから専門

資格職業を「士業」と呼ぶことがあり，中でも伝統的

な「8 士業」の資格として，弁護士，司法書士，土地

家屋調査士，税理士，弁理士，社会保険労務士，行政

書士，海事代理士を挙げるものもある。 
  多くの資格試験は年齢・学習歴等を問わず誰でも受

検・受験が可能であるが，一部の資格試験にはそれ自

身に受験資格を規定しているものも存在する。国家資

格の分類としては，業務独占資格，名称独占資格，必

置資格（設置義務資格）等がある。 
  なお，海外における大学入試の話題でよく取り上げ

られるフランスのバカロレア試験やドイツのアビ

トゥーア試験，イギリスの GCE （ General 
Certificate of Education）試験等は，それぞれの国に

おける高等学校教育の修了を認証する資格試験である

が，焦点を絞るために本稿では取り扱わない。 
  広辞苑第七版（2018, 岩波書店）（第四版とは微

妙に異なっている）によると，資格試験とは「資格付

与の際，それにふさわしい力量を持っているかどうか

を調べる試験」とある。対語は競争試験で「多数の志

願者の中から優秀な者を選抜するための試験」となっ

ており，我々が日頃議論している大学入試は一般的に
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は後者に属することになる。なお，大学入試に限定し

て考えると「入学後の修学に耐えられるかを判断する

ための試験」という意味合いが強いので，広辞苑のそ

れとは少し異なっているように思える。 
  今回取り上げるのは資格試験自身ではなく，「資格

試験的」となっていることから，「資格試験」の何ら

かの要素に注目しているのであろうと推察できる。こ

れに加えて「資格試験的な利用」となっていることか

らすると，どこかの部分に資格試験的な要素を含んだ

試験の利用方法を指し示していると考えられる。どの

ような試験方法を指すのか，出題・採点・評価方法が

異なるのか，もしくは得点の利用に何からの工夫が施

されているのか，興味は尽きない。 
  なお，「資格試験的な利用（資格試験的な取扱

い）」という用語は，2000 年（H12）の大学審議会

答申「大学入試の改善について」に登場したようであ

る。それ以降，毎年 6 月頃に文部科学省から出され

る大学入学者選抜実施要項の中で使用され現在に至っ

ているが、これらの詳細はここでは割愛する。 
 
3 「「資資格格試試験験的的なな利利用用」」時時にに考考慮慮さされれるる可可能能性性ががああ

るる事事項項 
  筆者は競争試験としての大学入学試験をこれまで議

論してきたので，もっぱらその範疇での制度設計・作

題・採点・評価方法等を検討することが多かったが，

今回はその対極にある資格試験に類する方策というこ

とで，どこまで援用が利くかは不明であるがこれまで

の経験を元に検討してみることにした。なお，話題を

明確にするために，本稿では，主に共通試験の「資格

試験的な利用」について考えることとし，個別学力試

験のそれについては扱わないことにするが，一部は高

大接続全体に亘る話題にも言及する。いろいろな状況

を想定して思案したところ，以下に示す A から F の

6 つの検討事項を挙げるに至った。試験実施の時刻的

な流れに沿って順に説明していく。 
  まず，俎上に上がるのは，フランスのバカロレア試

験のような高等学校・中等教育学校の卒業資格との関

係であろう。我が国では，後期中等教育の卒業資格を

有していることを条件に大学へ出願することができる

ことになっている（一部例外もある）。しかし，高等

学校への進学率が 98.9%（2021 年度）（文部科学省, 
2022）となっている現状において，高等学校の卒業

者の質保証をどのように担保しているかに疑問を呈す

ると考えれば，大学進学・受験に基準を設けるという

考え方もあながち突拍子もない捉え方とは言えないで

あろう（表１の検討事項A）。そこで，後期中等教育

の修得状況を一定程度見極めるという考え方から，

「高等学校の段階における基礎的な学習の達成の程度

を判定することを主たる目的」（大学入試センター法 
第十三条）と謳っている大学入試センター試験・大学

入学共通テストを用いることが適当との考えも浮かぶ。

その際，用意されている6教科7科目（将来的には7
教科 8 科目）のどの教科・科目をどの程度のレベル

で利用するかも議論になるのではないか。それぞれの

教科・科目の最低基準点に類するものを指定して，そ

れらをクリアーしていれば出願可能とする考え方であ

る（同B）。どの科目を指定するかに加えて，最低基

準点を何時の時点で志願者に提示するのか，つまり出

願前に予告しておくのか，それとも試験実施後の平均

点等の統計量が判明した段階で事後的に最低基準点を

確定するかも考慮点となろう（同C）。各設問の統計

量を事前に取得することを目的としたプレテストの実

施が極めて困難な我が国において，最低基準を試験実

施前に予告するのは厳しいと考えるが，基礎的な学習

の達成の程度を観るという目的と捉えれば，マージン

を取って少し低めに設定することで了解を得られるか

もしれない。また，試験実施後になるが段階表示

（Stanine）を用いて示すことで緩やかな指定と捉え

てもらえるかもしれない。 
  しかし，このような「大学進学への出願に対する資

格試験」を導入することは，高等学校を卒業したにも

関わらず大学への進学は閉ざされることになり，その

ような志願者を一定程度生んでしまう制度となること

を認識する必要がある。また過去には，出願の最低基

準点を明示した上で，過年度の大学入試センター試験

の成績も利用可とする選抜方法を導入した大学が，数

年の後にその利用方法を取り止めてしまった事例があ

る。詳細な経緯は当時を知る担当者に確認する必要が

あるが，導入から回を重ねるごとに期待した学生像と

は異なる志願者が増えてしまったことが想像され，最

低基準点を明示することの弊害を検討する際の参考に

なると思われる。他にも大学ごとに基準点を設定する

と，大学間で睨み合い・牽制し合いのような状況が発

生し，一種の大学の序列化を明示することになるかも

しれないが，逆に歴史の長い一部の大学の場合，個別

学力試験で十分識別が可能であると考えているのであ

れば，敢えて高い基準点を設けずに，広く開かれた大

学であることのイメージを優先して策定する可能性も

ある。 
  次に，基準点の利用可能範囲とでも言うのだろうか，

資格の有効範囲も検討の対象となるであろう（同

D）。導入事例（次節）を見ると，あるひとつの学部
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試験の利用方法を指し示していると考えられる。どの
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る大学入学者選抜実施要項の中で使用され現在に至っ

ているが、これらの詳細はここでは割愛する。 
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るる事事項項 
  筆者は競争試験としての大学入学試験をこれまで議
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とで，どこまで援用が利くかは不明であるがこれまで
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明確にするために，本稿では，主に共通試験の「資格
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験のそれについては扱わないことにするが，一部は高
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を想定して思案したところ，以下に示す A から F の
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な流れに沿って順に説明していく。 
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学校への進学率が 98.9%（2021 年度）（文部科学省, 
2022）となっている現状において，高等学校の卒業
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教科・科目の最低基準点に類するものを指定して，そ

れらをクリアーしていれば出願可能とする考え方であ

る（同B）。どの科目を指定するかに加えて，最低基

準点を何時の時点で志願者に提示するのか，つまり出

願前に予告しておくのか，それとも試験実施後の平均

点等の統計量が判明した段階で事後的に最低基準点を
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施前に予告するのは厳しいと考えるが，基礎的な学習

の達成の程度を観るという目的と捉えれば，マージン

を取って少し低めに設定することで了解を得られるか

もしれない。また，試験実施後になるが段階表示

（Stanine）を用いて示すことで緩やかな指定と捉え

てもらえるかもしれない。 
  しかし，このような「大学進学への出願に対する資

格試験」を導入することは，高等学校を卒業したにも

関わらず大学への進学は閉ざされることになり，その

ような志願者を一定程度生んでしまう制度となること

を認識する必要がある。また過去には，出願の最低基

準点を明示した上で，過年度の大学入試センター試験

の成績も利用可とする選抜方法を導入した大学が，数

年の後にその利用方法を取り止めてしまった事例があ

る。詳細な経緯は当時を知る担当者に確認する必要が

あるが，導入から回を重ねるごとに期待した学生像と

は異なる志願者が増えてしまったことが想像され，最

低基準点を明示することの弊害を検討する際の参考に

なると思われる。他にも大学ごとに基準点を設定する

と，大学間で睨み合い・牽制し合いのような状況が発

生し，一種の大学の序列化を明示することになるかも

しれないが，逆に歴史の長い一部の大学の場合，個別

学力試験で十分識別が可能であると考えているのであ

れば，敢えて高い基準点を設けずに，広く開かれた大

学であることのイメージを優先して策定する可能性も

ある。 
  次に，基準点の利用可能範囲とでも言うのだろうか，

資格の有効範囲も検討の対象となるであろう（同

D）。導入事例（次節）を見ると，あるひとつの学部

が共通試験に求める基準点を事前に提示し，それをク

リアーする得点を有した志願者が出願してくるようで

あるが，有効範囲を当該学部に限定せず，その大学全

体，もしくは，国立大学全体，そして，究極的には国

内の全大学に広げていく考えもあるのではないか。最

後に挙げた全大学を対象とすれば，我が国の高等教育

の質保証にも貢献すると考えられる。反面，定員充足

に腐心している大学からはこの方策は同意が得られに

くいことも想像に難くない。また，多くの学部を抱え

る総合大学等のことを思い浮かべると，当該大学で単

一の基準を設定することが困難かもしれず，その場合

は学問領域ごと（文学系，教育学系，...，理学，医学

系，工学系，農学系等）に全国統一の基準を設定する

ことを希望するかもしれないが，個別大学ごとの独自

性という観点からは賛同が得られない可能性も高い。 
  最後に，資格試験を辞書の説明に即して忠実に運用

することを考えれば，基準を満足している志願者は皆

「ふさわしい力量を持っている」（有資格）と判定す

ることになり，その場合の通過者数（合格者数）は不

問であり，今回検討している大学入試に当てはめて適

用すると有資格者は全員入学させるという考えもある

のではないか（同E）。その場合，検討を要する事項

としては，現状の学生定員との関係（定員管理）や大

学施設の整備状況が挙がるであろう。これまでは学生

定員に応じて大学施設が整備されているため，極端に

多くの入学者を抱えてしまった場合は，満足な教育を

提供することが困難となり，ひいては大学教育の質保

証の観点から許容されない。 
 

表1. 各検討事項と選択肢 
 A: 高等学校・中等教育学校卒業資格と大学出願の関係

[A1] 従属(自動的に大学に出願可能)
[A2] 独立(共通試験の成績により出願可能)

 B: 有資格者となるための一定基準の判定材料
[B1] 共通試験の全科目合計点(例: 900点満点中450点以上)
[B2] 共通試験の一部科目合計点(例: 500点満点中250点以上)
[B3] 共通試験の全科目得点で共通の基準(例: 各科目それぞれで55%以上)
[B4] 共通試験の各科目得点ごとの基準(例: 国語で80点以上、数学①で45点以上、...)

 C: 一定基準の公表時期
[C1] 出願前
[C2] 共通試験実施後(例: 国語で90点以上 or 各科目それぞれでStanineの4以上)

 D: 資格の有効範囲
[D1] 特定の学部・学科・コース
[D2] 特定の大学
[D3] 国立大学 or 公立大学 or 私立大学
[D4] 国公私立の全大学(大学進学希望者は全員共通試験の受験を必須化)

 E: 受け入れ範囲(有資格者に対する処遇)
[E1] 個別試験を受験可とする
[E2] 志願倍率による制限を設ける(例: 4倍程度を上限とする。競争試験的利用とも。)
[E3] 全員合格とする

 F: 共通試験のスコア利用範囲(E1、E2のサブ項目)
[F1] 合否判定に共通試験の得点も利用する
[F2] 合否判定に共通試験の得点は利用しない(個別試験のみを利用)  
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  また，1 次試験としての共通試験を一種の資格試験

として利用している場合には，通過者全員に 2 次試

験の受験を可とする考え方もある。いわゆる2段階 
選抜の 1 段目として利用することに該当するが，通

過者数が事前には読めないため 2 次試験の会場や要

員の確保に苦慮し，受験者に対して均質な受験環境を

提供できない懸念が出てくる。そこで，運用上の都合

になってはしまうが折衷案として志願倍率の上限を併

せて設けることも考えられる。 
  加えて，最終的な合格者の評価に際して，2 次試験

の成績だけを用いるのか，もしくは 1 次試験の成績

を含めて活用するのかも議論が分かれるところであろ

う（同 F）。教科・科目の測定範囲をより広く採ると

いう観点（多面的・総合的な評価と呼べるかは別とし

て）からは，1 次試験の成績を有効に利用しないのは

時間的にも労力的にも惜しいと考えられ，また利用し

ない場合には，個別学力試験において識別力を有した

設問で構成された緻密な試験問題・試験時間を独自に

準備する必要も出てくる。そうであれば，（いかなる

傾斜配点であったとしても）1 次試験と 2 次試験を総

合的に利用する方が，受験者にも大学にも都合が良い

と考えるが賛同が得られるであろうか。なお，国立大

学ではこれまで 1 次試験と 2 次試験をセットで利用

することを念頭に運用してきた経緯から，最終合否判

定に 1 次試験を利用しないことはその理念に反する

ように思われる。この観点は2000年に発表された国

 
表2. 資格試験的な利用における検討事項の組み合わせ事例 
A B C D E F

高等学校・中 有資格者と 一定基準の 有資格者の 受け入れ範囲 共通試験のス
等教育学校卒 なるための 公表時期 出願可能範囲 (有資格者に コア利用範囲
業資格と大学 一定基準の 対する処遇) (E1、E2の
出願の関係 判定材料 　  サブ項目)

長崎大学 [B1] [C1]
水産学部
京都大学 [B1] [C1]
文学部

大阪大学 [B1] [C1]
医学部医学科

広島大学 [B1] [C1]
教育学部(2コース)

立命館大学 [B4] [C1]
情報理工学部

島根大学 [B2] [C1]
教育学部

産業能率大学 [B2] [C1]
全3学科

東京工業大学 [B1] [C1]
全学院*8 [A1] [D2] [E1] [F2](950点満点中600点以上)

*7 [A1] [D2] [E1] [F1](500点満点中250点以上)

*6 [A1] [D1] [E1] [F1](3教科配点合計の55％以上)

*5 [A1] [D1] [E1] [F1](英語 80%、数学①② 70％以上)

*4 [A1] [D1] [E1] [F1](900点満点中概ね585点以上)

*3 [A1] [D1] [E2] [F1](900点満点中630点以上)

*2 [A1] [D1] [E1] [F1](900点満点中概ね760点以上)

*1 [A1] [D1] [E1] [F2](900点満点中450点以上)

 
 *1: 2022年度一般選抜 前期日程 [45名/110名]（長崎大学, 2021）。 
 *2: 2022年度総合型選抜（特色入試）[10名/220名], 他学部もあり（京都大学, 2021）。 
 *3: 2022年度一般選抜 [95名/100名]（大阪大学, 2021）。同様の方策を名古屋大学医学部医学科も採ってい 
    る。 
 *4: 2022年度総合型選抜（広島大学光り輝き入試）[10名/157名]（広島大学, 2021）。 
 *5: 2022年度一般選抜（「共通テスト＋面接」グローバルコース方式） [5名/5名（291名）]（立命館大学, 
    2021）。同様の方式を経営学部でも採っている。 
 *6: 2022年度総合型選抜Ⅱ [35名/130名]（島根大学, 2021）。 
 *7: 2022年度一般選抜 未来構想方式 [5名x3学科/810名] （産業能率大学, 2021）。 
 *8: 2020年度一般選抜 [930名/1028名]。2021年度からは[E2]（4倍）に変更（東京工業大学, 2020）。 
 なお，*4 と*6 は個別学力試験を先に実施し，その後に共通試験の基準点以上の得点を求めている。また，脚

注中のカギカッコ内の数値は前側が当該選抜定員，後ろ側が学部・大学定員を示している。      
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定に 1 次試験を利用しないことはその理念に反する
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情報理工学部
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全3学科

東京工業大学 [B1] [C1]
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*5 [A1] [D1] [E1] [F1](英語 80%、数学①② 70％以上)

*4 [A1] [D1] [E1] [F1](900点満点中概ね585点以上)

*3 [A1] [D1] [E2] [F1](900点満点中630点以上)

*2 [A1] [D1] [E1] [F1](900点満点中概ね760点以上)

*1 [A1] [D1] [E1] [F2](900点満点中450点以上)

 
 *1: 2022年度一般選抜 前期日程 [45名/110名]（長崎大学, 2021）。 
 *2: 2022年度総合型選抜（特色入試）[10名/220名], 他学部もあり（京都大学, 2021）。 
 *3: 2022年度一般選抜 [95名/100名]（大阪大学, 2021）。同様の方策を名古屋大学医学部医学科も採ってい 
    る。 
 *4: 2022年度総合型選抜（広島大学光り輝き入試）[10名/157名]（広島大学, 2021）。 
 *5: 2022年度一般選抜（「共通テスト＋面接」グローバルコース方式） [5名/5名（291名）]（立命館大学, 
    2021）。同様の方式を経営学部でも採っている。 
 *6: 2022年度総合型選抜Ⅱ [35名/130名]（島根大学, 2021）。 
 *7: 2022年度一般選抜 未来構想方式 [5名x3学科/810名] （産業能率大学, 2021）。 
 *8: 2020年度一般選抜 [930名/1028名]。2021年度からは[E2]（4倍）に変更（東京工業大学, 2020）。 
 なお，*4 と*6 は個別学力試験を先に実施し，その後に共通試験の基準点以上の得点を求めている。また，脚

注中のカギカッコ内の数値は前側が当該選抜定員，後ろ側が学部・大学定員を示している。      

立大学協会第 2 常置委員会の 意見の中にも 「セン

ター試験と個別試験の結果を組み合わせ，総合して評

価するという方式」との言及がある。一方，受験イ

メージとして「挽回できる大学」という用語があるよ

うだが，その観点からは 2 次試験だけの利用を是と

するのかもしれない。 
  以上，ここまでに述べてきた検討事項と，それぞれ

の検討事項の取り得る選択肢を表 1 にまとめておく。 
 
4 導導入入事事例例 
  現時点で「資格試験的な利用」を採用している大

学・学部の選抜方法を，表 1 に示した検討事項ごと

の選択肢の組み合わせで表現すると表 2 の通りで

あった。各大学・学部でそれぞれに工夫を凝らして実

施している様が見て取れて興味深いが，一方で，当該

大学の置かれている立場や選抜性の高低との関係も感

じられ，新たな大学・学部が全く同じ方式を導入した

からと言って同様の選抜効果が得られるとは限らない

と思われる。 
  これら事例を収集するに際して，募集要項等には

「資格試験的な利用」という呼称で掲載されているこ

とはほぼなく，また，概して選抜単位も小さいので，

探し出すには丹念な調査が必要であった。 
  参考までに表 2 に挙げた事例以外にも信州大学理

学部地質科学科と医学部医学科（何れも 2014（平成

26）年度），新見公立大学（2018（平成 30）年度），

徳島文理大学薬学部・香川薬学部（2018（平成 30）
年度）においても「資格試験的な利用」に類する選抜

試験を実施していたことを確認している。 
 
5 考考察察 
  前節で示したように，それぞれの選抜において「資

格試験的な利用」とは明示的に謳ってはいないものの，

既にいくつかの大学において利用が始まっているとも

言える。しかし，これらは単一の方策を採っているわ

けではなく，選抜単位によって少しずつ異なっている

ことも判った。そこにはそれぞれの大学・学部が独自

に検討した結果が工夫として現れているのであろう。 
  昨今のグローバル化の流れを受けて，我が国も西欧

型の「出口管理の国」を標榜するのであれば，現在の

履修主義から修得主義への移行も併せて必要になると

考えている。これを後押しする方策として大学入試に

おいては，今回挙げた検討事項の選択肢を組み合わせ

てみると，[A2], [B3 or B4], [C2], [D4], [E1 or E2], 
[F1]が一つの候補となるのではないか。とは言え，こ

の組み合わせは高校関係者・大学関係者の双方から議

論を呼ぶことが容易に想像でき，一朝一夕に実現でき

るものではないことも理解している。例えば私立大学

の同意が得られなくともせめて国立大学だけ等の小グ

ループからでも導入する手があるのではないか。 
  また，この方策を採ると，上でも述べたように高等

学校卒業資格を有しているにも関わらず大学には出願

できない層を生成するだけでなく，出口管理とするこ

とによって，小中高校滞留者・中退者や大学滞留者・

中退者の処遇も検討する必要が出てくる。つまり，こ

の課題は教育界に留まらず，社会構造を含めて包括的

に変革・醸成する必要が出てくることを頭に入れてお

かねばならない。 
  何れにしても，大学入試改革で取り上げられる「資

格試験的な利用」の拡充を望む／望まないに関わらず，

今回挙げた検討事項の組み合わせは多様であることが

判ったので，議論する際には，まず資格試験的な利用

の指すものを特定して共通認識を持った上で議論しな

ければ上滑りの底の浅い議論となり生産的なものにな

らないことは明白である。 
 
6 ままととめめにに代代ええてて 
  今回挙げた検討事項は 6 項目であったが，これら

の組み合わせ総数は 320 通り（2x4x2x4x5）にも及

び，もし筆者が気付いていない検討事項や選択肢があ

れば更に多くの組み合わせとなる。例えば共通試験と

個別学力試験の実施時期の前後関係を表現しようとす

ると倍になる。高校関係者，予備校関係者，そして大

学関係者がそれぞれ思い描く「資格試験的な利用」が

この中のどれか特定の一つに該当しているのか，それ

ともこれ以外を指しているのか筆者には判らない。筆

者の想像の範囲を超えた利用方法をご提案・ご教示い

ただければありがたいと考えている。なお，英語外部

試験の利用時に議論された「見なし満点」としての取

り扱いも，資格試験的な利用の範疇に該当するのでは

ないかと思われるが，今回の議論からは外している。 
  そもそも資格試験的な利用は 1 点（未満）の点差

で合否が決定されることへの疑念から提案されたもの

と理解している。今後日本社会が成熟・変化していき，

小学校・中学校・高等学校，そして大学に修得主義が

徹底・実効化され「出口管理の国」に移行できた暁に

は，それぞれの入り口となる入試には現在のような過

剰な厳密さを求める必要がなくなり，僅かな点差での

合否判定状況は緩和され，上述の疑念は氷解するので

はないかと期待している。その際には新たな課題とし

て定員管理の取り扱いや共通試験の作題方針等につい

て並行して議論することになるのではないだろうか。
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とは言え，選抜試験が行っている作業は，多くの志願

者の中から選びぬいて合格者と不合格者を分離する行

為であるので，選抜試験が実施される限りその分離点

が霧散することはなく永遠に存在し続けるのも事実で

ある。 
  これからも，世界と伍していける若者を我が国から

継続的に輩出していく環境の整備に向けて，筋の通っ

た教育を実現するには，それぞれの世代を担当する教

職員がアイディアを出し合って議論し，時代に適合し

たより良い方向に主体的に改革して行く必要があると

考える。その中において「資格試験的な利用」がどの

ように機能することが，選抜の支援や若者のより良い

育成環境の醸成に貢献するかの議論の端緒となれば幸

いである。 
  なお，検討の過程で例示した大学・学部学科が実施

している試験方法に対して，本稿が何らかの苦言を呈

することを目的としているものではないことを予めお

断りしておく。 
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